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わが国における自殺死亡数・死亡率 
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「自殺対策のための自殺死亡の地域統計」（2009年～） 
作成者：故・藤田利治教授（統計数理研究所） 
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自殺対策のための自殺死亡の地域統計 
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• 自殺死亡： 

人口動態調査死

亡票 

 

• 日本人人口： 

国勢調査 



「自殺対策のための自殺死亡の地域統計」の特長 
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① 全国の二次医療圏および市区
町村ごとに、1973年以降の性・

年齢階級別の自殺死亡の推移
を把握できる 
 この期間に生じた市区町村

再編情報を反映 
 手段別、配偶関係別、職業

別統計も合わせて作成 
 

② ベイズ・モデルを適用することに
より、人口規模が小さくなる詳
細な集計における偶然変動の
影響を適度に抑制した自殺死
亡指標（ベイズ推定値）を算出 

男性 
1998-2002年 



ベイズ・モデルの適用： 
人口規模の影響を考慮した自殺死亡指標の算出 

 

• ある年の自殺死亡は1人 
自殺死亡率（人口10万対）＝20.0 
 
 1人増えた場合： 

自殺死亡率＝40.0 
（(1+1) / 5000 * 100000） 

 
 1人減った場合： 

自殺死亡率＝0.0 

• ある年の自殺死亡は100人 
自殺死亡率（人口10万対）＝20.0 
 
 1人増えた場合： 

自殺死亡率＝20.2 
（(100+1) / 500000 * 100000） 
 

 1人減った場合： 
自殺死亡率＝19.8 
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地域A（人口5,000人） 地域B（人口500,000人） 

• 観察集団の人口規模が小さい場合、自殺死亡数のわずかな増減で死
亡率が大きく変動してしまう ⇒ 死亡率だけを見ない、短期間での死
亡率の増減に一喜一憂しない 

（参考）丹後俊郎, 1999, 疾病地図と疾病集積性, J Natl Inst Public Health 

≪例≫ 



• 厚生労働省大臣官房統計情報部
企画課審査解析室に調査票情報
の提供を申請することで、全ての
自殺死亡者について、 

– 年齢、性別 

– 死亡日時（年,月,日,時間） 

– 住所地（市区町村） 

– 配偶関係 

– 職業・産業（国勢調査年次） 

– 死亡場所 

– 手段 

の提供を受けられる 
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※ 調査票情報は本来その目的である調査結果を作成するものと

して使われるが、統計の研究や教育など公益に資するために使
用される場合に限り二次的な利用が可能 

「自殺死亡の地域統計」の更新： 
人口動態調査死亡票の 
目的外使用の申請 



目的外使用の申請により提供される情報の例 
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死亡票データベースを用いた自殺の危険因子の分析 
（Yamauchi T, Fujita T, et al., J Public Health 2013;35:49-56） 
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1990 1995 2000 2005 

Independent variables RR (95% CI)   RR (95% CI)   RR (95% CI)   RR (95% CI) 

Age 

15-24 1.00  1.00  1.00  1.00  

25-64 10.38  (9.52-11.32) 8.18  (7.56-8.85) 6.91  (6.46-7.40) 6.13  (5.72-6.58) 

65+ 8.33  (7.51-9.23) 4.81  (4.37-5.29) 3.77  (3.48-4.09) 2.93  (2.70-3.18) 

Employment status 

Employed 1.00  1.00  1.00  1.00  

Unemployed 4.09  (3.85-4.35) 3.90  (3.68-4.14) 3.51  (3.35-3.68) 3.72  (3.54-3.90) 

Marital status 

Married 1.00  1.00  1.00  1.00  

Never married 1.73  (1.62-1.83) 1.40  (1.32-1.49) 1.07  (1.02-1.13) 1.29  (1.22-1.35) 

Widowed 4.36  (3.85-4.93) 3.70  (3.25-4.21) 3.77  (3.39-4.20) 3.37  (2.96-3.82) 

Divorced 4.36  (3.96-4.81) 4.47  (4.11-4.87) 4.19  (3.92-4.47) 4.57  (4.29-4.88) 

Interaction 

Unemployed*married 1.00  1.00  1.00  1.00  

Unemployed*never married 1.31  (1.19-1.45) 1.47  (1.35-1.62) 1.61  (1.50-1.74) 1.27  (1.18-1.37) 

Unemployed*widowed 0.48  (0.42-0.56) 0.63  (0.54-0.73) 0.54  (0.47-0.61) 0.61  (0.53-0.71) 

Unemployed*divorced 1.06  (0.93-1.22)   1.13  (1.00-1.27)   1.35  (1.23-1.47)   1.07  (0.98-1.17) 

* P < 0.05. 

• 年齢、就業状態、配偶関係を独立変数としたポアソン回帰分析 
• 25-64歳、無職、離別のリスクが高い（⇔ 基準：15-24歳、有職、有配偶） 



おわりに： 
「自殺死亡の地域統計」の利活用状況と更新状況 
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≪利活用機関≫ 
• 統計数理研究所 
• 東大 
• 慈恵医大 
• 政策研究大学院大 
• 行政機関（愛知県など）・・・ 
≪更新状況≫ 
• 自殺予防総合対策センタ

ーから統計数理研究所へ
の研究委託 

• 2012年までの人口動態調
査および国勢調査を反映 



分析対象 
• 2007～2011年の5年間に救急搬送に至った傷病事例、全

2040万例のうち、事故種別が「自損行為」であった事例、約
22万例（約1.1％） 

 
分析項目 
• 発生地域（都道府県、消防本部）、発生年月日、現場到着時

刻、年齢区分、居住地（管内・管外）、性別、発生場所、搬送
機関（告示別、管内・管外）、初診医による重症度評価（死亡
を含む） 

（参考）総務省消防庁が保有する 
全国の自損行為による救急搬送データの分析 
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自傷（自損）行為 
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